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委員氏名

1 佐藤　一夫

2 三浦　晃史

3 田北　ゆみ

4 矢守　和枝

5 平原　伸

6 長濱　明日香

7 舩津　純子

8 神田　弘法

9 佐々木　成二

10 帆秋　善生

11 川野　ゆかり

12 越智　芳子

13 菅野　忠幸

14 野崎　より子

15 古賀　精治

16 河野　幸治

17 草野　俊介

18 長野　恭紘

19 久々宮　賢治

20 友成　洋

大分県障害者施策推進協議会委員名簿

社会福祉法人大分県社会福祉協議会会長

大分県市長会副会長

大分労働局職業安定部職業対策課長

公益社団法人大分県精神保健福祉会会長

所属団体及び役職名

一般社団法人大分県身体障害者福祉協会会長

大分県身体障害児者施設協議会会長

社会福祉法人太陽の家大分広域本部別府生活事業部地域生活支援課長

公益社団法人大分県手をつなぐ育成会理事

大分県知的障害者施設協議会会長

社会医療法人関愛会　坂ノ市病院医師

大分県特別支援学校知的障がい教育校ＰＴＡ連合会評議員

　　　任期　　自　令和　元年　９月　１日

児童発達支援センターひばり園園長

特定非営利活動法人大分県難病・疾病団体協議会副理事長

大分県ホームヘルパー協議会事務局長

国立大学法人大分大学教育学部長

一般社団法人大分県医師会副会長

至  令和　 ３年　８月３１日

大分県教育庁特別支援教育課長

大分県精神障害者社会復帰施設協議会会長

大分県精神科病院協会理事

大分県精神保健福祉士協会理事
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番号 計画記載場所 ページ 意見の内容

1
第３章１（１）①ア
啓発・広報活動の推
進

15
障害者週間
発達障害啓発週間の記載はあるが、障害者週間の記載がない。追記し
ていただきたい。

ご意見のとおり、計画に追記します。

・障害者週間（12月3日～9日）における県民への啓発や発達障害者啓発週
間（４月２日～８日）に行われる自閉症啓発行事など、様々な機会を通じ、障が
いや障がい者に対する理解の促進を図ります。

2
第３章１（１）イ
合理的配慮の推進

15

ヘルプカード
合理的配慮の観点から、障がい者が緊急時や平時に自ら提示し、周囲
に支援を求めることができるヘルプカードの活用も有効であるため、ヘ
ルプマークに併せてヘルプカードも計画に記載する必要はないか。

本県では、平成３０年４月から「ヘルプカード」を、令和２年１０月から「ヘルプ
マーク」を配布し、併用しているところです。「ヘルプカード」も障がい者の社会
参加を促進するための有効なツールであることから、計画に追記します。

・内部障がいや難病など、外見からは障がいのあることがわかりにくい人が、周
囲の人から援助や配慮を受けやすくなるようヘルプマーク及びヘルプカードを
配布するとともに、その周知・啓発に取り組みます。

3
第３章１（２）エ
「親なきあと」への取
組

16

親なきあと相談員
「親なきあと相談員」の養成・配置を始めていると思うが、それについて
計画に記載する必要はないか。

ご意見のとおり、下記のとおり計画に追記します。

15ページ１ポツ目
・障がいのある子どもの親が、子どもを残して先に死ぬことはできないと切実に
思い悩む「親なきあと」への不安を軽減するため、年金や相続などの相談に対
応できる「親なきあと相談員」の育成やグループホームの整備促進、 や地域
生活支援拠点等の整備、就労支援等、障がい者が安心して暮らし働ける環境
づくりを推進します。

4
第３章１（２）①
障がい福祉サービス
提供体制の整備

17

重度障害者・難病患者等の在宅生活への支援
在宅で生活する重度障がい者は、重度訪問介護が受けたくても、ヘル
パーが少なく、夜間のヘルパー派遣を受けることが難しい地域もあり、家
族介護に頼らざるを得ないケースもあるようだ。重度障がい者や難病患
者が県内どの地域に住んでいてもその地域で切れ目のない支援を受け
られ、１人暮らしができるような体制づくりが必要で、16P記載の体制整備
のためにはヘルパー等の人材確保や育成急務と思われる。そうした人
材確保・育成に向けた踏み込んだ内容を計画に記載し、実現を図って
いくべきだと考えるが如何か。

ご意見のとおり、次の1文を計画に追記します。

・訪問サービスの充実につながるよう、介護員養成研修や重度訪問介護従
業者養成研修等の実施により、ヘルパー人材の育成・確保を図ります。

5

第3章１（６）③
障がい者社会参加
支援施設の設置・運
営

23

大分県身体障害者福祉センター
大分県身体障害者福祉センターは県立施設としてS61.4に開館し、障が
いのある人々の機能訓練、ｽﾎﾟｰﾂ、ﾚｸﾚｰｼｮﾝ、文化活動、さらには障が
い者と健常者の交流等を通じて令和元年度までに約２６０万人が利用す
るなど、障がい者福祉に大きく寄与していることから、実績を評価した上
で、その役割を計画に明示してほしい。

ご意見のとおり、次の項目を計画に追記します。

③　障がい者社会参加支援施設の設置・運営
・大分県身体障害者福祉センターでの機能訓練、ｽﾎﾟｰﾂ、ﾚｸﾚｰｼｮﾝ、文化活
動、さらには障がい者と健常者の交流等を通じて、障がい者の社会参加を推
進します。

県民意見募集（パブリックコメント）結果
県の考え方及び計画絵の反映状況
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番号 計画記載場所 ページ 意見の内容

県民意見募集（パブリックコメント）結果
県の考え方及び計画絵の反映状況

6
第３章１（６）②
障がい者による芸術
文化活動の推進

23
障がい者による芸術文化活動の推進
1段目の文書を右記のとおり修正してほしい。

ご意見のとおり、修正します。

（修正前）
・障がい者の芸術文化活動の推進を目的に（公財）大分県芸術文化スポーツ
振興財団内に設置した「おおいた障がい者芸術文化支援センター」におい
て、人材の発掘・育成、相談業務、創造環境の整備、鑑賞支援、発表の場づく
り、権利の保護、作品の記録・保存等に関する助言を行います。
（修正後）
・障がい者の芸術文化活動の推進を目的に（公財）大分県芸術文化スポーツ
振興財団内に設置した「おおいた障がい者芸術文化支援センター」おいて、
相談支援、交流・人材育成、情報収集・情報発信、鑑賞・創造・発表の機会
の創出等を行います。

7 〃 23

障がい者による芸術文化活動の推進
学校や事業所に行っている人だけではなく、障がいのある人が参画でき
るように支援しているため、2段目の1行目「障がい者福祉サービス事業
所」の後に「等」を加えてほしい。

ご意見のとおり、修正します。

・特別支援学校や障がい福祉サービス事業所等に、体験の機会を提供するた
め、美術や舞台芸術の専門家、アーティストを派遣してワークショップを開催
し、これまでも芸術文化活動を続けてきた人も、これから新たに取り組む人も、
自分に適した分野の活動に参画できるよう支援します。

8
第３章１
成果目標、活動指
標

24

施設入所者数の成果目標
施設入所者数の成果目標について、入所待機者が多数いて空きが出
たら順次入所している現状の中、目標指標（1.6％以上削減）を掲げる意
味はあるのか。

国が定めた基本指針に基づき、指標を設定しています。目標が達成できるよ
う、市町村と連携し取り組んでいきます。

9
第３章２
障がい者の就労支
援

25

難病者等の就労支援

「２　障がい者の就労支援」「（１）障がい者雇用率日本一に向けた支援
の充実」に記載されている「障がい者雇用率」や「法定雇用率」、「障がい
者雇用義務」といった語句は、障がい福祉計画の基である「障害者総合
支援法」のものではなく、障がい者のくくりから難病者を外している「障が
い者雇用促進法」のもであると考える。今回策定する障がい福祉計画
は、難病者を適用内とした総合支援法に基づくものとお伺いしている。
そのため、当該「障がい者の就労支援」の取組の中から難病者の適用を
外している「障害者雇用促進法」の趣旨を外していただき、「障害者総合
支援法」の観点から「障がい者の就労支援」をご検討いただきたい。どう
か「障害者総合支援法」と「障害者雇用促進法」が混在している文面に
よって、難病患者の苦悩が木の葉で隠れてしまわぬようご配慮願いた
い。解決策として、下記のレイアウトを提案するので、参考にしていただ
きたい。

２　障がい者就労支援
（１）障がい者雇用率日本一に向けた支援の充実
　①企業等に対する障がい者の雇用及び職場定着の推進
　②障がい者雇い入れ体験等による企業の理解促進
　③就労移行支援及び就労継続支援事業からの一般就労の促進
　④知的障がい者、精神障がい者等の雇用促進
　⑤多様な働き方の推進
（２）障がい者雇用率適用外の難病者等への支援の充実
（３）障がい者の工賃向上のための支援の充実

・障がい福祉計画は、障害者総合支援法に基づき定められるものであり、本計
画における「障がい者」には、「難病患者等」が含まれます。
・他方、障害者雇用促進法では、各障がい手帳の所持者が障がい者雇用率
の対象となっているため、各障がい手帳の対象とならない難病患者の方々が
企業への就職にあたりご苦労されている状況もお聞きします。
・県としては、障がい者雇用率日本一の目標を掲げておりますが、これは、障
がい者が地域で自立して生活できるための生活基盤の確保等の環境整備を
行っていくことを目的としており、雇用率制度の対象とならない障がい者の雇
用促進も含めての目標です。
・そのため、障がい福祉計画の２（１）障がい者雇用率日本一に向けた支援の
充実においては、障がい者雇用率の有無で項目を分けることなく、支援策を記
載しております。
・なお、現在、国において、雇用率の対象として手帳以外にも医師の診断書や
医療費の受給者証などに拡大することについて議論が行われていることから、
国の動向を注視するとともに、必要な支援を講じていきたいと考えています。
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番号 計画記載場所 ページ 意見の内容

県民意見募集（パブリックコメント）結果
県の考え方及び計画絵の反映状況

10
第４章２
成果目標、活動指
標

27

障がい者雇用率の全国順位
目標と実績の出し方について、９ﾍﾟｰｼﾞの令和元年度の実績を障がい者
全体と障がい種別毎に示しているが、２５ﾍﾟｰｼﾞの目標数値は、障がい
者全体しか設定していない。障がい種別毎に目標設定し、目標達成に
向けた取組を通した結果、全体としての全国順位の雇用率アップに繋
がるものと考える。

大分県では、障がいのある方々が、地域で自立して心豊かに暮らせる社会の
実現に向けて、障がい福祉サービスの提供体制の整備や雇用の促進等、
様々な取組を進めていくこととしています。
その中で、障がい者の雇用の促進については、雇用の場の拡大や職業訓練
などの就労対策を障がい種別を問わず、総合的に実施していくことが必要と考
えております。
そのため、大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」では、障がい
種別ごとに順位目標を設定するのではなく、身体障がい、知的障がい、精神
障がいの全体で雇用率日本一を目指す意味を込めて、「障がい者雇用率日
本一」を目標指標として設定しているところです。
今後も、この目標の達成に向けて、障がい特性に応じたきめ細かな就労支援
により、障がい者雇用の促進及び職場への定着が図られ、障がいのある方々
が地域で自立して生活できる環境づくりの取組を進めて参ります。

11
第４章
成果目標、活動指
標

35

成果目標と活動指標
保育コーディネーター養成数、ペアレントプログラム受講者数について、
どちらもニーズが高く継続的に取り組んでいる項目のため、指標を定め
てほしい。

・ペアレントプログラム受講者数については、指標として設定します。
（令和元年度末175人、令和5年度末目標607人）
・保育コーディネーターは、障がい児だけではなく、要保護児童、生活困窮家
庭の児童等の支援に対応することを目的としています。養成数については「お
おいた子ども・子育て応援プラン」で目標管理をしている（R6年度目標790人）
ことから、本計画の成果目標・活動指標には設定しません。

12 計画全般 －
大分県障がい福祉計画、障がい児福祉計画
この計画に大いに期待し、よりよい環境になることを願います。

計画策定後は、計画に沿って、障がい者が地域で心豊かに暮らし働ける社会
づくりの推進や、障がいのある子どもと家庭への支援等に引き続き取り組んで
参ります。
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